
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コロナ禍からの経済回復を後押しする政

府の経済対策を推進する２０２１年度補正

予算と、来年度当初予算を合わせた石油

流通業界支援予算の総額が 260 億円に

なりました。災害対策としての自家発電機

などを除き、純粋にＳＳ経営の維持・継続

や事業転換に向けた支援予算の総額とし

ては過去最大規模の予算となっていま

す。 

補正予算では、政府の 50 年カーボンニ

ュートラル宣言に伴う 35 年乗用新車販売

で電動車１００％目標によって、今後、国

内のガソリン需要等の減少が避けられな

い中、「脱炭素社会における燃料安定供

給対策事業費」として１８０億円、石油製品

の「自衛的備蓄補助事業」で６・７億円の

計１８６・７億円を措置。 

 来年度当初予算では、各地で頻発する

災害時のエネルギー供給の“最後の砦”と

しての機能強化に向けて１６・２億円、離

島・ＳＳ過疎地対策、地域における新たな

燃料供給体制の構築に向けて 53・4 億円

が計上されました。 

 ＳＳ関係以外では、中小企業事業再構

築促進事業の運用が見直され、ＳＳの事

業再構築に向けて活用しやすくなりました

 

 
強力な政治支援 

 

2021年度補正予算、22年度当初予算案のポイント(石油流通関係分) 単位：億円

21年度
21当初 21補正 22当初

脱炭素社会における燃料安定供給対策事業 180.0

①ガソリンベーパー回収設備 3.9
②地下タンク・地下配管更新工事 24.2
③地下タンク撤去・漏洩防止対策工事 6.5
④省エネ型洗車機 58.1
⑤官公需システム 0.5
⑥ＰＯＳシステム 29.9
⑦省エネ型ローリー 43.0
⑧タブレット端末型給油システム（セルフＳＳ） 4.6
⑨灯油タンクスマートセンサー 8.0

Ⅰ．ＳＳの災害対応能力等の強化 13.6 9 .5

1．災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業費 10.8 6 .7

（1）ＳＳ等における災害対応能力強化に係る設備導入支援

①地下タンクの入れ換え・大型化 3.2 1 .8

②災害時専用臨時設置給油設備の整備 3.0 1 .3

③べーパー回収設備の導入支援 3.1 0 .7

④防水型計量機の導入支援（新規） 1.4

⑤緊急時の石油製品供給に係る研修・訓練事業 1.5 1 .5

⑥事務費

2．災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金 2.8 6 .7 2 .8

①石油タンク等利用促進事業 2.3 6 .7 2 .3

②普及啓発事業 0.5 0 .5

Ⅱ．離島・ＳＳ過疎地対策、地域における新たな燃料供給体制構築 50.8 53.4

1．離島・ＳＳ過疎地等における石油製品の流通合理化支援事業費 43.8 47.0

（1）離島のガソリン流通コスト対策事業費 30.5 30 .5

（2）離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業費 0.7 0 .7

（3）環境・安全対策等 12.6 15 .8

①漏洩防止対策（ＦＲＰライニング等） 3.7 3 .9

②検知検査 1.8 1 .8

③地下タンク等の撤去 6.6 9 .0

④地下タンクの効率化等（新規） 0 .7

⑤事務費

2．地域における新たな燃料供給体制構築支援事業費（新規） 6.4

（1）先進的ＳＳ事業モデル構築等支援事業

①先進的ＳＳ事業モデル構築支援事業（新規） 0.8

②技術開発等支援事業 3.0

③事務費

（2）自治体によるＳＳ承継等に向けた取り組みの支援事業

①燃料供給に関する計画策定支援事業 0.5

②燃料供給に関する計画に基づく設備整備等支援事業 1.7

③事務費

（3）ＳＳ人材高度化支援事業（新規） 0.3

（旧）次世代燃料供給体制構築支援事業費 7.0

（1）次世代燃料供給体制確立に向けた技術開発・実証 4.9

（2）地域における次世代燃料供給体制確立に向けた取り組みの推進 2.1

①ＳＳ過疎地対策計画策定支援事業 1.8

②燃料供給の担い手確保支援事業 0.3

Ⅲ．石油製品の品質確保 9.8 10.4

1．石油製品品質確保事業 9.8 10.4

（１）石油製品品質確保事業（石油製品の試買分析など） 9.6 10.2

（２）石油流通システム構築事業 0.2 0 .2

74.2 186.7 73.3

22年度

過去最大規模のＳＳ支援予算獲得 

21 年度補正＋22 度予算 260 億円 
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２年ぶりに「石油増税反対総決起大会」 

炭素税断固反対！ＳＳの維持・継続を！ 

コロナ感染防止のため、出席者を絞って開催した決起大会 

大会決議を読み上げる西尾油政連会長、右は壇上からのシュプレヒコール 

全国石油政治連盟（西尾恒太会長）、全石連（森洋

会長）、石油連盟（杉森務会長）は 11 月 17 日、「石

油増税反対総決起大会」を開催しました。コロナ禍に

より２年ぶりとなった今大会は、感染防止に配慮し全

国各地の石商理事長・油政連会長など約 180 人と通

常より出席者を減らして開催しました。来賓には、前

日に自民党石油流通問題議員連盟会長に就任した

逢沢一郎議員をはじめ、自民党税制調査会の宮沢

洋一会長、公明党税調の西田実仁会長など過去最

多の 87 人の与党議員が出席。消費者の税負担抑

制に向けた増税絶対反対と石油サプライチェーンの

維持強化を求めました。主催者を代表し森会長があ

いさつ、鈴木康公石連副会長と出光泰典全石連副会

長が意見開陳し、西尾油政連会長が読み上げた大

会決議を満場一致で決議、佐藤義信全石連副会長

の発声でシュプレヒコールを上げました。また、大会

後は参加者が地元選出国会議員を歴訪し決議の意

義を陳情しました。 

森会長ら岸田首相に要望書「国情に則したエネ政策を！」 

２２年度税制改正大綱決まる 

来年度増税は阻止。炭素税導入の議論が加速の懸念 

決起大会後、広島石商の大野徹理事長と

広島県石油政治連盟の玉木昌士会長（写

真右）、全石連の森洋会長、全国石油政

治連盟の西尾恒太会長（左）らは首相官

邸で岸田文雄首相と経済財政担当の山

際大志郎大臣と面談し、脱炭素社会にお

ける日本の国情（災害・電力事情等）に則

したエネルギー政策の実現を要望しまし

 

 

自民党と公明党は 12 月 10 日、２０２２年度の与党税制改正大綱を決定しました。全石連、全国石油政治連盟、

石油連盟が「これ以上の石油増税には絶対反対」として訴えた炭素税などの新税創設は明記されなかったが、脱

炭素社会の構築に向け、「必要な負担も国民全体で分かち合う」といった文言が記載されるなど、石油石炭税に上

乗せされる形で課税されている地球温暖化対策税の大幅な引き上げ、もしくは大型炭素税の導入につながるよう

なカーボンプライシング（ＣＰ）の形跡は依然消えておらず、来年以降、議論が加速する懸念も出ています。一方、

沖縄県におけるガソリン税の軽減措置については２年の延長が決まりました。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

石油流通問題議員連盟の新役員体制  （2021 年 12 月現在） 

石油流通議連の新会長に逢沢一郎氏 

新役員体制 決まる 

自民党の石油流通問題議員連盟（野田毅会長）の総会

が、11 月 16 日、衆議院第一議員会館内で開催されまし

た。先月 31 日の衆議院議員総選挙の結果を受けて行

われた同議連の役員改選で、新会長に野田会長の推

薦を受けた逢沢一郎会長代行の就任が満場一致で承

認されました。逢沢会長はエネルギー供給の“最後の

砦”としてのＳＳの維持・強化に向け「皆さんで力を合わ

せて頑張っていこう」と力強く石油流通問題の解決に取

り組む方針を強調。また、ＳＳの利活用をめざすプロジェ

クトチームのフォローアップとして、全石連が提案した①

「Ｓ+３Ｅ」によるエネルギー政策の推進②ＳＳネットワー

ク維持策検討③ＨＶの推進、合成燃料開発の３つの方

針を議連の総意と位置付け、政府にその実施を求めて

いくことを決議しました。なお、その他の役員人事は下

記のとおりとなりました。 

 

勇退する野田会長に花束を贈呈する逢沢新会長（右） 


